
当院における、医療従事者の勤務環境改善の取組の推進体制等は以下のとおりです。

１．推進組織

定例主管者会議

２．推進責任者

  院長 木村 眞司（砂川市病院事業組織規程第7条による）

３．推進構成員

医師    １名（医局長）

看護師   ７名（副看護部長、統括師長）

医療技術員 6名（薬剤長、放射線科技師長、検査科技師長、臨床工学科技師長、

 リハビリテーション科技師長、栄養管理室科長）

事務員   7名（経営企画課長、管理課長、医事課長、地域医療連携センター副センター長、

 認知症疾患医療センター係長、教育研修センター係長

 附属看護専門学校副審議監）

教員    １名（附属看護専門学校副学校長）

計    22名

４．病院職員に対する取り組みの周知方法

・会議における周知

・院内イントラネットへの掲載

５．令和８年度負担軽減計画

別紙のとおり

砂川市立病院における医療従事者の勤務環境改善の取組の推進について

令和8年4月1日

砂川市立病院

記

※計画の評価及び検証を行う際は、当院管理者（医療法上）である院長が出席する。



勤務医 看護職員 医療従事者 医師 看護職員 医療従事者

必須 ● － － ・実施できる体制を維持

・実施できる体制を維持、入退院支援

 センターを経由する診療科拡大

必須 ● ● － ・実施できる体制を維持

必須 ● － － ・実施できる体制を維持

必須 ● － － ・実施できる体制を維持

a．看護職員による救急医療トリアージ ● － － ・算定できる体制を維持

b．助産師・認定看護師等による外来 ● － － ・外来体制を維持

c．臨床工学技士による医療機器の点検管理 ● ● － ・実施できる体制を維持

d．医療職による学会認定による専門・認定資格取得 ● ● ● ・研修・取得できる体制を維持

e．コメディカル、事務職も含めたチーム医療の実施 ● ● ● ・実施できる体制を維持

勤務医 看護職員 医療従事者 医師 看護職員 医療従事者

必須（2項
目以上） ● － － ・継続実施又は必要に応じた見直し

・導入は相当数の医師数が必要で

 あり、継続して検討

ア．法第23条第1項（3歳未満育児休暇未取得） ● ● ● ・継続実施

イ．法第23条第3項（要介護家族介護休暇未取得） ● ● ● ・継続実施

ゥ．法第24条（小学就学始期） ● ● ● ・継続実施

※「負担が軽減される職種欄」中、「●」は実施しているもの、「▲」は検討中のもの、「－」は該当がないものである。

 同法第24条の規定による措置を活用した短時間正規雇用医師の活用

「砂川市職員の育児休業等に関する条例」により、育児短時間勤務制度及び部分休業について制度化されている。

「砂川市職員の育児休業等に関する条例」により、部分休業について制度化されている。

⑥育児・介護休業法第23条第1項、同条第3項又は

必須（2項
目以上）

「砂川市職員の育児休業等に関する条例」により、育児短時間勤務制度及び部分休業について制度化されている。

－
救急外来において、救急外来勤務の上級医が入院の可否について判断し、各診療科の待機を呼ばなくても対応できる体制を構築した。

・継続実施又は必要に応じた見直し

イ．複数主治医制 ● － －
内科医師の疲弊が見られることから、1人主治医制からチーム主治医制へ変更を行い、初期臨床研修医を交えた屋根瓦方式を採用した。また、チーム間

ゥ．救急外来対応 ● － －
休日及び夜間のコールが頻回であるため、入院が必要だが緊急で待機を呼ばなくても対応できる場合は、当直医及び研修医がで翌日まで対応を図り、

・継続実施又は必要に応じた見直し
担当科への引き継ぎを翌日にしている。

・継続実施
現状は替休を取得できている状況である。

イ．全館当直の免除

救急外来︓常勤医（一部を除く）・臨床研修医師、ICU当直︓麻酔科・救急科、循環器内科、心臓血管外科医師 HCU当直︓常勤医（一部を除く）

・継続実施又は必要に応じた見直し
担当医師数と月平均の日直・当直回数は関連資料③のとおりとなっている。

また、当直については、産婦人科医師、小児科医師（土日祝の日当直を免除、ただし輪番制の日直は行っている）、医局会議で免除を許可された医師を

現在、日直・当直明けの勤務について免除し、医師の負担軽減を図っているところであるが、医師が充足されていないため、交代制勤務は難しいところ

である。引き続き医師確保を図りながら、交代制勤務導入に向け検討を行う。

免除し、業務負担を軽減してる。

⑤交替勤務制・複数主治医制の実施

必須（2項
目以上）

ア．交代制勤務 ▲ － －

・継続実施又は必要に応じた見直し
ミーティング、カンファレンスの徹底を行い、医師の疲労・負担軽減を行っている。

エ．上級医入院の実施 ● －

④当直翌日の業務内容に対する配慮

必須（2項
目以上） ● － －

ア．日直・当直明けの勤務体制
当直︓次の日が替休 日直（土日祝の日中）︓次の日が半日替休となっており、どうしても替休が取れない場合は4週以内に取ることになっている。

③予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮 必須 ● － －
当直の勤務シフトは一定のサイクルで付与している。定期予定手術の術者からの申し出により、特定の曜日（定期手術日）を当初から当直付与を

・継続実施又は必要に応じた見直し
除外したり、医師間での調整を行うなど、柔軟に対応している。

②前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間の一定の休息時間の確保（勤務間イ
ンターバル）

必須（2項
目以上） ▲ － －

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律により、勤務間インターバルの導入が求められている（2024年4月）。地域医療の確保、
・調査研究・検討

応召義務、自己研鑽などの諸問題があるが、副院長を中心に委員会にて各種対策を検討し、実行していく。

※「負担が軽減される職種欄」中、「●」は実施しているもの、「▲」は検討中のもの、「－」は該当がないものである。

【様式13の４（病院勤務医）関係】●医師の負担軽減・処遇改善に係る項目（選択的取組事項）
■①〜⑥のうち少なくとも2項目以上を含んでいること。ただし、処置又は手術の休日加算１、時間外加算１、深夜加算１の届出に当たっては、必ず③を計画に含み、かつ①②及び④〜⑥のうち少なくとも2項目以上を含んでいること。

項目
計画上必須項目 負担が軽減される職種※

現在の実施内容、必要な対処 当年度の取組目標

①勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施 日直・当直のシフトについて、日直・当直は連続して勤務することが無いようなシフトを組んでいる

検査手順の説明の実施 主に看護師が実施している。

その他

必須

院内トリアージ実施料算定

助産師外来、母乳外来、慢性呼吸器疾患看護外来、慢性心不全看護外来、フットケア外来

人工呼吸器、生体情報モニタ

例︓各専門・認定看護師、がん化学療法認定薬剤師、健診マンモグラフィ撮影認定診療放射線技師、臨床細胞学会認定技師、透析技術認定士 等

NST、褥瘡対策、がん診療PDCAサイクル、がん化学療法、緩和ケア委員会等

・実施できる体制を維持
医師と患者・家族等が十分な意思疎通を取れるように調整している。また、看護師等が療養生活の説明を行う。

入退院支援センターにおいて、入院前の情報を基に入院後の治療経過や療養生活のオリエンテーションの実施、中止薬等の説明を行っている。

服薬指導 院内すべての病棟において病棟薬剤業務及び薬剤管理指導業務が実施できるよう、薬剤師の増員、配置を行っている。

静脈採血等の実施 看護師が静脈注射、採血、点滴ルートの確保を実施している。

初診時の予診の実施 各外来において看護師もしくは医師事務作業補助者が実施している。

入院の説明の実施 必須 ● ● ●

医師の治療方針の決定や病状の説明等の前後に、看護師等の医療従事者が情報収集や補足的な説明を行うとともに、患者・家族等の要望を傾聴し、

【様式13の4（病院勤務医）関係】●医師と医療関係職種、医療関係職種と事務職員等における役割分担の具体的内容（必須取組事項）
■必ず計画に含む

項目
計画上必須項目 負担が軽減される職種※

現在の実施内容、必要な対処 当年度の取組目標



勤務医 看護職員 医療従事者 医師 看護職員 医療従事者

a.外来診療時間の短縮 ● ● ● ・継続実施

b.地域の他の医療機関との連携

 ●市内での日曜・祝日当番医制度 ・継続実施される予定

 ●病院群輪番制運営事業 ・継続実施される予定

 ●小児救急医療体制支援事業（小児科輪番制） ・継続実施される予定

 ●ICTを活用した他医療機関・介護事業所・薬局との連携

  ○砂川市地域包括ケアネットワークシステム（H27.11稼働） ・継続実施

c.その他

 ●紹介受診重点医療機関 ・継続実施

 ●初診時選定療養費値上

・継続実施及び他科の状況を注視

 ●啓発活動 ・継続実施

・継続実施

a.夜間帯の保育の実施 ・継続実施

b.病児保育の実施 ・継続実施される予定

b.医師事務作業補助者による入退院時業務

d.医師事務作業補助者によるその他業務

必須（3項
目以上） ● ● ● ・継続実施、看護助手等の確保

地域周産期母子医療センターとして、また、旭川から岩見沢間で唯一お産ができる施設として、助産師数を充足させながら役割を担っている。また、助産師外
来・母乳外来を開設し、医師の負担軽減を図っている

・現状体制維持及び継続実施

（ト）看護補助者の配置による看護職員の負担軽減 看護助手によるベッドメイキング、患者の検査等への移送、クラーク等による院内の書類・物品の運搬・補充、入院患者に係る食事の配膳・下膳

※「負担が軽減される職種欄」中、「●」は実施しているもの、「▲」は検討中のもの、「－」は該当がないものである。

令和６年４月現在、特定行為研修修了者６名が各分野における診療補助等により、医師の負担軽減を図っている ・継続実施
   病院勤務医び負担軽減

（へ）院内助産又は助産師外来の開設による病院勤務医の負担軽減 必須（3項
目以上） ● － －

（ホ）特定行為研修修了者である看護師複数名の配置及び活用による 必須（3項
目以上） ● － －

（二）病院勤務医の時間外・休日・深夜の対応についての負担軽減 必須（3項
目以上） ● －

・現状体制維持及び継続実施又は必要に
応じた見直し
・必要医師事務作業補助者数確保
・継続的な教育研修の実施

死亡診断書、出生証明書等

入院診療計画書入力・発行、クリニカルパス表の入力・発行、病名入力、退院サマリーの作成

c.医師事務作業補助者による外来業務
患者呼び込み、問診票の要約入力、カルテ代行入力、処方・注射・検査・処置・指導料等の各種オーダー入力、診療予約入力・予約票発行、

予約変更に伴う各種オーダー修正、病名入力、検査等の承諾書の入力・発行、電話対応（診察室の内線・スマートフォン）

レセプト病名入力、患者別・疾患別・手術別等のデータ入力、学会スライド作成、カンファレンス資料・議事録作成、未承認オーダー確認

－ 【様式13の2関係】「医師の負担軽減・処遇改善に係る項目（選択的取組事項）」①〜⑤のとおり
   及び処遇改善

（ハ）医師事務作業補助者の配置による病院勤務医の事務作業の

必須（3項
目以上） ● ● －

   負担軽減

a.医師事務作業補助者による文書作成
診断書・証明書、診療情報提供書、返書、生活保護医療要否意見書、介護保険主治医意見書、更生医療要否意見書、訪問看護指示書、傷病手当金請求書

（ロ）院内保育所の設置
必須（3項
目以上） ● ● ● 希望者の24時間保育を実施している

【砂川市事業】病院建物内で病児・病後児保育を実施している

・継続実施及び対象範囲拡大
院）に蓄積された診療情報を共有することが目的

● ● ●

R6.9、病診・病病連携と機能分化を推進。地域医療機関への訪問と地域医療構想調整会議、地域医師会に周知

①H30.1、内科・呼吸器内科・消化器内科・総合診療科・循環器内科の初診時選定療養費を1,000円（税抜）から3,500円（税抜）に値上げ

②R7.1、内科・呼吸器内科・消化器内科・総合診療科・循環器内科・精神科、耳鼻咽喉科を7,000円（税抜）に、歯科口腔外科を5,000円（税抜）に値上げ

逆紹介の推進、当院への外来集中を抑制することを目的に「かかりつけ医」等について、病院ホームページ上、病院広報誌に挟み込み、啓発を行っている。

また、R6.11、逆紹介推進の大きなポスターを院内に掲示。医師からは効果が上がっていると報告あり。

【関連市事業】当院、滝川市立病院、滝川脳神経外科病院、あかびら市立病院、市立芦別病院

【関連市事業】当院、滝川市立病院、あかびら市立病院

当院の医療情報等をネットワークに参加する市内の医療機関・介護事業所等で共有し、質の高い、切れ目のない医療・介護サービスを提供することが目的

  ○中空知医療連携ネットワーク（H28.8稼働）
中空知の医療機関（病院・診療所及び調剤薬局）が、診療情報公開病院（当院、滝川市立病院、あかびら市立病院、市立芦別病院、奈井江町立国保病

   外来縮小の取組

H30.1、内科・循環器内科の疲弊が顕著となったため、内科での午後新患受付を中止、後期研修医の午後外来を廃止した

● ● ●

【砂川市事業】

（イ）外来診療時間の短縮、地域の他の保険医療機関との連携などの

必須

【様式13の2（医療従事者）関係】●医療従事者の負担軽減・処遇改善に係る項目（選択的取組事項）
※（イ）〜（ト）のうち少なくとも3項目以上を含んでいること。ただし、許可病床数が400床以上の病院では必ず（イ）を計画に含むこと

項目
計画上必須項目 負担が軽減される職種※

現在の実施内容、必要な対処 当年度の取組目標



勤務医 看護職員 医療従事者 医師 看護職員 医療従事者

a.薬剤師 ● ● － ・実施できる体制を維持

b.リハビリ職種（PT、OT、ST） ● ● － ・実施できる体制を維持

d.臨床工学技士 ● ● － ・実施できる体制を維持

e.その他

 ●介護福祉士 ● ● ● ・実施できる体制を維持

 ●入退院支援担当者（社会福祉士・精神保健福祉士） ● ● ● ・実施できる体制を維持

任意 ● ● ● ・継続実施又は必要に応じた見直し

任意 － ● － ・調査・研究

任意 － ● － ・必要に応じた見直し

a.院内保育所 ● ● ●

b.夜勤の減免制度 ● ● ● ・継続実施

c.夜間保育の実施 ● ● ●

d.休日勤務の制限制度 ● ● ●

e.半日・時間単位休暇制度 ● ● ●

f.所定労働時間の短縮 ● ● ●

g.他部署への配置転換 － ● － ・継続実施

a.夜勤従事者の増員 － ● － ・継続実施

※「負担が軽減される職種欄」中、「●」は実施しているもの、「▲」は検討中のもの、「－」は該当がないものである。

b.月の夜勤回数の上限設定 － ● －

看護職の上限回数の公式な目安は1965年の人事院による「ニッパチ」判定と、1992年の「看護師等の人材確保の促進に関する法律」に基づく国の基本指針

カ．妊娠・子育て中、介護中の看護職員に対する配慮

任意

「医療従事者の負担軽減・処遇改善に係る項目（選択的取組事項）」（ロ）のとおり

R7.3、「砂川市職員の勤務時間、休暇等に関する条例」により制度化。（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

・継続実施「月8回以内の夜勤体制の構築に向けて積極的に努力する必要がある」の二つがある。当院としては2交代4回以内を目指しているが、やむを得ない状況にお

いて、この回数を超過する場合は、夜間看護等手当に800円、1,600円をそれぞれ加給している。

「医療従事者の負担軽減・処遇改善に係る項目（選択的取組事項）」（ロ）のとおり

「砂川市職員の育児休業等に関する条例」により、育児短時間勤務制度及び部分休業について制度化されている。 ・継続実施

職員からの申し出により柔軟に対応している。

キ．夜勤負担の軽減

任意

看護師長による管理当直を行い、看護業務支援を実施している。

ウ．看護補助者の配置 「医療従事者の負担軽減・処遇改善に係る項目（選択的取組事項）」（ホ）に加え、看護助手の夜間勤務や早出・遅出等勤務時間を柔軟に対応している。

● ● －
看護師に代わり内視鏡介助業務の実施をしている。また、聴力検査を耳鼻咽喉科外来から、自動聴性脳幹反応検査及び呼気一酸化窒素

エ．短時間正規雇用の看護職員の活用 定年前再任用短時間勤務制が令和5年4月から開始された。現在は運用は無いが、引き続き調査・研究を実施する。

オ．多様な勤務形態の導入 部署内の協議（総意）により、院内全体で従前の3交代から2交代へ移行した病棟運営とし、負担軽減を図っている。

・実施できる体制を維持
検査を小児科外来から移行した。

・継続実施又は必要に応じた見直し
実施している。また、各種委員会・会議の統廃合も進めた。

イ．看護職員と他職種との業務分担

任意

全病棟への薬剤師配置により、持参薬の鑑別業務や注射薬のミキシングなど役割分担を明確にし、業務の負担軽減を図っている。

退院時リハビリテーション指導書の作成や、退院前自宅訪問の実施をリハビリ職種が行っている。

c.臨床検査技師

透析業務、内視鏡業務において、看護師に代わり臨床工学技士が従事し、看護業務を補っている。

高齢で自立度が低い患者の増加により、介護福祉士を採用することで、看護業務に専念できる環境を整えている。一部夜間勤務にも従事している。

病棟配置し、患者及び他医療機関との連携・支援を行っている。

ア．業務量の調整

任意
a.時間外労働が発生しないような業務量の調整 － ● ●

産前産後休暇・育児休暇等の長期休暇の際の臨時職員補完、リリーフ体制の強化、記録の整備、必要度監査による業務整理などを

※必須項目の記載はない

項目
計画上必須項目 負担が軽減される職種※

現在の実施内容、必要な対処 当年度の取組目標

【様式13の3（看護職員）関係】●看護職員の負担の軽減及び処遇の改善に資する具体的な取組内容


